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直交水平 2 成分の地震動波形の最大値指標 (NS, EW)，幾何平均 GM，大きい方の値 Larger，軸回転によ

る最大値 rot100 を対象として，指標間比率の自然対数変換値が従う確率分布をモデル化した．(NS, EW)，
GM，Larger の 3 指標間の比率分布については正規分布を基本とし，rot100 を分子とする比率分布について

はガンマ分布を基本としてモデル化した．K-NET の加速度波形および 5%減衰の線形一自由度系の応答波

形を用いて，確率モデルが実データに適合することを示すとともに，分布の周期依存性について考察した．

中央値 rot50 に関する修正モデルと，比率の分母・分子を入れ替えた場合の軸対称反転モデルを合わせて，

全指標間の比率分布の確率モデルを体系化し，超過確率レベルを用いた指標変換を可能とした． 
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1. はじめに 
 

K-NET1)などによる強震観測では直交水平2成分として，

通常，(NS, EW)の 2 成分が観測される．水平面内での地

震動特性は 2成分の時刻歴波形で完全に記述される一方，

成分ごとの時刻歴波形の最大値指標は，センサーの設

置方向によって異なる値をとり，方位依存性を有する．

地震動予測式を構築する場合においては，強震動指標

（IM : Intensity measure）として，2 成分(NS, EW)を両方扱

う方法や，大きい方の値（Larger）を採用する方法2)，幾

何平均（GM: Geometric mean）をとる方法 3)が用いられて

きた． USGS により即時的に公表される Shake Map の地

震動分布では，大きい方の値が採用されている 4)． 

一方，方位に依存しない指標として，Boore et al.5)は水

平 2成分の最大加速度応答の幾何平均を軸回転して得ら

れる中央値（50 パーセンタイル値）GMRotI50 を定義し

た．さらに Boore6)は幾何平均によらず加速度応答波形の

軸回転により得られる最大応答の中央値 RotD50 を定義

した．米国西海岸の SCECによる広帯域地震動プラット

フォームBBP7)や，PEERによる地震動予測式開発プロジ

ェクト NGA-West28)で用いられているほか，わが国周辺

の海溝型地震を対象とした地震動予測式 9)も提案されて

いる．強震動シミュレーションに基づく長周期地震動予

測地図 10),  11)では速度応答の RotD50 が用いられている．

また，水平 2成分の時刻歴波形のベクトル合成波形の最

大値は，全方位中の最大値（100 パーセンタイル値）

RotD100 に相当し，地震動予測式 12), 13)や地震動の方向別

の変動特性の把握 14)に用いられている． 

 このように，水平 2成分に基づく強震動指標の扱いは

様々であるが，地震ハザード評価や設計地震動の策定

に大きく影響するため，指標間の相互関係を明確化し

ておくことが重要である．そこで，指標間の簡便な変

換係数や変換関数のモデル化に関する研究が多く行わ

れてきた（土岐 15)，川島ら 16)，Beyer and Bommer17)，

Watson-Lamprey and Boore 18)，Huang et al.19)，Shahi and 

Baker20), 21)，Bradley and Baker22)，元木ら 23)，Boore and 

Kishida24)）．工学的に重要となる RotD100 への変換がと

りわけ重視される傾向にあるが，Larger, GM, GMRotI50, 

RotD50, RotD100を包括的に扱った例 24)も見られる． 

 以上の既往研究においては，主として比率の平均値

と標準偏差による評価である．比率の分布形状に言及

した例として川島ら 16)は，地動の加速度・速度・変位を

対象として，RotD100 / Larger に相当する比率分布を調べ，

比率 1をピークとして指数関数的に減少する傾向を見出

した．比率 RotD100 / RotD50 に関しては，絶対加速度応

答 20)，速度応答 11)，最大加速度 25)，継続時間 25), 26)につい



 2

てヒストグラムが掲載された例が挙げられる． 

指標間の比率のばらつきの特性を表す確率分布をモ

デル化すれば，超過確率と関連付けた詳細な評価が可

能となるが，その研究事例は極めて少ないのが現状で

ある．Beyer and Bommer17)は主に幾何平均GMを基準とし

た比率の分布形状に正規分布，切断正規分布，ガンマ

分布をあてはめ， Watson-Lamprey and Boore 18) は 

ln(RotD100 / GMRotI50) に切断正規分布をあてはめた例を

示しているが，いずれも評価対象が限定的で，データ

との適合性も悪い．このことを踏まえて Boore and 

Kishida24)は，標準偏差を用いて比率のばらつきを考慮す

る場合には正規分布を必ずしも適用できないため要注

意であると指摘している．  

こうした状況の原因は，確率論的考察が不十分であ

ることと，そのために確率モデルの選択が適切になさ

れていないことにあり，適切なモデル化により改善可

能であると考えられる． 筆者ら27)は，K-NETによる加速

度波形と線形一自由度系の応答波形（5%減衰，絶対加

速度・速度・変位）を用いて，確率論的考察に基づい

て，中央値 rot50（RotD50 の別表記）を基準とした各指

標の比率分布をモデル化した．絶対加速度応答と変位

応答については，比率分布の周期依存性が高い一方，

速度応答では低いことを明らかにした． 

 本研究は，これを発展させて，あらゆる強震動指標の

間の比率を網羅的に扱い，比率分布の確率モデルとして

体系化するものである．なお，わが国での適用事例が見

られない GMRotI50 については除外する．以下，2.では

対象とする強震動指標と用いた強震記録について説明す

る．まず加速度波形を用いて，3.では水平 2 成分の値 

(NS, EW)，幾何平均 GM，大きい方の値 Larger の間の比

率の分布を扱い，4.では rot100（RotD100の別表記）に関

する比率の分布のモデル化を行う．5.では応答波形を用

いたモデル化を行う．また，前報27)で扱った rot50を基準

とする比率についても改めてモデル化を行ったので，そ

の結果を付録(B)に示す． 

 

 

2. 対象とする指標間の比率と用いた強震記録 

 

(1) 指標間の比率の定義 

 加速度記録の NS, EW 成分をそれぞれ𝑋୒ୗሺ𝑡ሻ, 𝑋୉୛ሺ𝑡ሻ

とし，真北から時計回りの回転角 𝜃[°] (0° ൑ 𝜃 ൏ 180°) 

の軸に関する成分を次式で算出する． 

 𝑋୰୭୲ሺ𝜃, 𝑡ሻ ൌ 𝑋୒ୗሺ𝑡ሻ cos 𝜃 ൅ 𝑋୉୛ሺ𝑡ሻ sin 𝜃 (1) 

回転角 1°刻みで波形の最大値（絶対値）を求め，全 180

個の Pパーセンタイル値をそれぞれ rotPと表す．本研究

で扱う強震動指標を以下に記す 27)． 

・(NS, EW) ：NS成分と EW 成分それぞれの最大値をあ

わせて統合して扱うもの 

・GM ：NS, EWの幾何平均 

・Larger ：NS, EWのうち大きい方の値 

・Smaller ：NS, EWのうち小さい方の値 

（後出の式展開のために前報 27)に追加） 

・rot100 ：軸回転による全方位中の最大値 

・rot50 ：軸回転による全方位中の中央値 

 上記の指標間ペアの比率を r で表し，自然対数変換し

た ln r の確率密度関数を評価する．例えば「指標 0」を

基準とした「指標 1」の比率の場合は次式となる． 

 ln 𝑟指標ଵ/指標଴ ൌ ln
指標ଵ

指標଴
ൌ െ ln 𝑟指標଴/指標ଵ (2) 

表-1に示すように，各指標間の比率をA, B, Cのブロック

別に考察を進める．なおブロック C のうち rot50 を分母

とした緑の部分については，前報 27)において対数変換し

ない比率を用いたが，本研究では，他指標と同様に対

数変換して再度モデル化した結果を付録(B)に記載する． 

 

(2) 対象とする52地震と強震記録 

 本研究では前報 27)と同様に，全 52地震（最小M୎୑୅ ൌ

4.8，最大M୵ ൌ 9，中央値M୎୑୅ ൌ 6.5）を対象とし，

(独)防災科学技術研究所の K-NETによる加速度記録（計

13,886 記録×水平 2 成分）を使用した．なお，全記録の

統計量は，最小値 0.223 cm/s2，最大値 2520 cm/s2，中央値

8.321 cm/s2，平均値 31.651 cm/s2である． 

 

 
3. 加速度波形を用いた(NS, EW), GM, Larger 間の

比率の確率分布 

 

 本研究では，指標間の比率の分布形状を考察するにあ

たって，区間幅 0.01で総面積 1となるヒストグラム，も

表-1 評価指標間の関係（濃色部分を明示的にモデル

化．淡色部分については軸対称反転モデルで対応） 

分⼦

分⺟
(NS, EW) GM Larger rot50 rot100

(NS, EW)

GM

Larger

rot50

rot100

A

C

B

B
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しくは，それを表す折れ線で実データの分布の傾向を表

現する．本章では，加速度波形を用いて表-1のブロック

Aについて検討する． 

指標 GMおよび Largerを分母として，水平 2成分 (NS, 

EW)の比率の自然対数変換値を縦軸・横軸にとった散布

図を図-1に示す．GM基準では傾き−1の直線上にプロッ

トされ完全負相関となり，Larger 基準ではどちらか一方

が 0となり，いずれにおいても密接な関連性がある． 

 

(1) ln((NS,EW) / GM)の分布（図-2） 

水平2成分を分けて考えると，GM ൌ √NS ∙ EWより， 

 lnሺNS/GMሻ ൌ ln ඥNS/EW ൌ െ lnሺEW/GMሻ (3a) 

 lnሺEW/GMሻ ൌ ln ඥEW/NS ൌ െ lnሺNS/GMሻ (3b) 

であり，両者は和が 0で上述のように完全負相関の関係

にある．従って両者を合わせたlnሺሺNS, EWሻ/GMሻの分

布は平均値 0 を挟んで左右対称となる．標準偏差を𝜎ୋ୑

とすると，分布形状は正規分布𝑁ሺ0, 𝜎ୋ୑
ଶ ሻで近似できる

ため，確率密度関数は，標準正規分布の確率密度関数

ϕሺ∙ሻを用いて次式でモデル化される． 

 𝑓ሺొ౏,ు౓ሻ
ృ౉

ൌ 𝑁ሺ0, 𝜎ୋ୑
ଶ ሻ ൌ ϕ ቀ

୪୬ ௥

ఙృ౉
ቁ (4) 

 

(2) ln(Larger / GM)の分布（図-3） 

 Larger ൌ max ሺNS, EWሻより次式が得られる．  

 lnሺLarger/GMሻ ൌ max ሺlnሺNS/GMሻ , lnሺEW/GMሻሻ (5) 

従ってその確率密度関数は，式(4)の正規分布の右半分

を縦軸方向に 2倍とした半正規分布となる．  

 𝑓ై౗౨ౝ౛౨
ృ౉

ൌ 2𝑁ሺ0, 𝜎ୋ୑
ଶ ሻ ൌ 2ϕ ቀ

୪୬ ௥

ఙృ౉
ቁ    ሺln 𝑟 ൒ 0ሻ (6) 

平均はඥ2/𝜋𝜎ୋ୑，標準偏差はඥ1 െ 2/𝜋𝜎ୋ୑，中央値は

Φିଵሺ0.75ሻ𝜎ୋ୑である． 

な お Smaller ൌ min ሺNS, EWሻ で あ る が ， GM ൌ

ඥLarger ∙ Smaller  を用いると次式に示すように式(6)と

軸対称な分布となるので，これもあわせて図示した． 

 lnሺSmaller/GMሻ ൌ െ lnሺLarger/GMሻ (7) 

 

(3) ln((NS,EW) / Larger)の分布（図-4） 

水平 2成分を分けて考えると，  

 ln
୒ୗ

୐ୟ୰୥ୣ୰
ൌ ቊ

0                            ሺNS ൒ EWሻ

ln
୒ୗ

୉୛
ൌ 2 ln

୒ୗ

ୋ୑
 ሺNS ൏ EWሻ

 (8a) 

 ln
୉୛

୐ୟ୰୥ୣ୰
ൌ ቊ

0                            ሺEW ൒ NSሻ

ln
୉୛

୒ୗ
ൌ 2 ln

୉୛

ୋ୑
 ሺEW ൏ NSሻ

 (8b) 

従って，両者を合わせたlnሺሺNS, EWሻ/Largerሻの分布は，

原点で確率0.5の値を取るDiracのデルタ関数δሺ0ሻと，平

均値 0，標準偏差2𝜎ୋ୑の正規分布の左側の半正規分布

（lnሺSmaller/Largerሻに相当）で表すことができる．  

 𝑓ሺొ౏,ు౓ሻ
ై౗౨ౝ౛౨

ൌ ൝
0.5δሺ0ሻ                                        ሺln 𝑟 ൌ 0ሻ

𝑁ሺ0, ሺ2𝜎ୋ୑ሻଶሻ ൌ ϕ ቀ
୪୬ ௥

ଶఙృ౉
ቁ    ሺln 𝑟 ൏ 0ሻ (9) 

平均はെඥ2/𝜋𝜎ୋ୑，標準偏差はඥ2ሺ1 െ 1/𝜋ሻ𝜎ୋ୑，中央

値は 0である． 

 

(4) その他の分布 

 表-1 のブロック A のうち，(1)～(3)に示した指標間ペ

ア以外に関しては，次式が成り立つ． 

 lnሺGM/ሺNS, EWሻሻ ൌ െ lnሺሺNS, EWሻ/GMሻ (10a) 

 lnሺGM/Largerሻ ൌ െ lnሺLarger/GMሻ (10b) 

 lnሺLarger/ሺNS, EWሻሻ ൌ െ lnሺሺNS, EWሻ/Largerሻ (10c) 

従って，これらの確率密度関数は，原点位置の縦軸を対

称軸として，式(4), (6), (9)を左右反転させたものになる．

特にlnሺGM/ሺNS, EWሻሻの分布はもともと左右対称であ

るから，lnሺሺNS, EWሻ/GMሻの分布と完全に一致する． 

 

(5) その他の分布 

 GM基準のヒストグラムと式(4), (6)の比較を図-5に示し，

Larger基準のヒストグラムと式(9), (10b)の比較を図-6 に，

ሺNS, EWሻ基準のヒストグラムと式(10a), (10c)の比較を図-

7に示す．いずれも実データの傾向をよく捉えている． 

 なお，Beyer and Bommer17)は，lnሺLarger/GMሻおよび 

lnሺLarger/ሺNS, EWሻ の右半分（ lnሺLarger/Smallerሻ

に相当）の分布に対して，ガンマ分布ならびに切断正規

分布を用いてモデル化する一方，適合は良くないとして

いる．しかし本研究により，それぞれ式(6)および式(9)

の半正規分布で適切にモデル化されることが示された． 

 

 

 (a) GM基準 (b) Larger基準 

図-1 GMとLargerを基準としたNS, EWの比率の相関 
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 図-2 ln((NS, EW) / GM) の比率分布と確率密度関数 図-3 ln(Larger / GM) の比率分布と確率密度関数 

  

 図-4 ln((NS, EW) / Larger) の比率分布と確率密度関数 図-5 GMに対する各指標の比率分布と確率密度関数 

 （原点位置のデルタ関数は非表示） 

  

 図-6 Largerに対する各指標の比率分布と確率密度関数 図-7 (NS, EW) に対する各指標の比率分布と確率密度関数 

 （原点位置のデルタ関数は非表示） （原点位置のデルタ関数は非表示） 

 

 

4. 加速度波形を用いた rot100 に関する比率の確

率分布 

 

 本章では，加速度波形を用いて指標 rot100 を基準とし

た比率（表-1 のブロック B）について検討する．指標

rot100 は全方位中の最大値であり，3. で示した(NS, EW)， 

GM，Largerと直接的な関連性がない．しかし前報27)で扱

った rot50（表-1のブロックC）と同様に，指標間比率に

は相互に関連性があることと，必ずln 𝑟 ൒ 0であること

に注意して，同一の確率モデルを用いて確率密度関数を

モデル化する．本研究では，後出図に示すように，様々

な形状を表現できる式(11a)のガンマ分布を採用する．パ

ラメータሺ𝑘, 𝜃ሻについては，まずモーメント法より分布

の平均値𝜇，標準偏差𝜎を求めてから，式(11b)に代入し

て算出する．また𝛿は変動係数である． 

 Gammaሺ𝑘, 𝜃ሻ ൌ
ሺ୪୬ ௥ሻೖషభୣ୶୮ቀି

ౢ౤ ೝ
ഇ ቁ

ఏೖ୻ሺ௞ሻ
        ሺ𝑟 ൒ 1ሻ   (11a) 

𝑘 ൌ
ఓమ

ఙమ，𝜃 ൌ
ఙమ

ఓ ，𝜇 ൌ 𝑘𝜃，𝜎 ൌ √𝑘𝜃， 𝛿 ൌ
ଵ

√௞ (11b) 

各指標間ペアの比率分布のヒストグラムとガンマ分布

によりモデル化された確率密度関数とを重ねて表示した

ものを図-8～図-11に示す． 

 

(1) ln(rot100 / GM) の分布（図-8） 

 平均値 0.171，標準偏差 0.085で，正の歪を持つ分布と

なっている．パラメータを 𝑘 ൌ 4.046，𝜃 ൌ 0.042 とし

たガンマ分布は，ヒストグラムが示す傾向をよく捉えて

いる． 

 𝑓౨౥౪భబబ
ృ౉

ൌ Gammaሺ𝑘 ൌ 4.046, 𝜃 ൌ 0.042ሻ   (12) 
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(2) ln(rot100 / Larger) の分布（図-9） 

 平均値 0.071，標準偏差 0.067で，ヒストグラムの最頻

値は 0付近にあり，鋭いピークを持つ（その要因につい

ては付録(A)に記載）．次式によるモデルは，ピーク値

付近を除いて，概形はよく近似されている．ただし厳

密には上限値 ln √2 ൎ 0.347 が存在する． 

 𝑓౨౥౪భబబ
ై౗౨ౝ౛౨

ൌ Gammaሺ𝑘 ൌ 1.113, 𝜃 ൌ 0.064ሻ   (13) 

ここで， 𝑘が 1 に近い値をとることは，式(11b)より変動

係数が 1 に近く，式(11a)より指数分布に近い形状となる

ことを示しており，その意味では既往研究 16)の結果と調

和的である．  

 

(3) ln(rot100 / Smaller) の分布（図-10） 

指標間比率は，次のように相互に関連性がある． 

 ln
୰୭୲ଵ଴଴

୐ୟ୰୥ୣ୰
ൌ ln

୰୭୲ଵ଴଴

ୋ୑
െ ln

୐ୟ୰୥ୣ୰

ୋ୑   (14) 

 ln
୰୭୲ଵ଴଴

ୗ୫ୟ୪୪ୣ୰
ൌ ln

୰୭୲ଵ଴଴

ୋ୑
൅ ln

୐ୟ୰୥ୣ୰

ୋ୑   (15) 

そこで，lnሺrot100/Smallerሻについても考察しておく．

平均値 0.272，標準偏差 0.152 で，図-10 に示すようにガ

ンマ分布によるモデルは実データによく適合している． 

 𝑓 ౨౥౪భబబ
౏ౣ౗ౢౢ౛౨

ൌ Gammaሺ𝑘 ൌ 3.222, 𝜃 ൌ 0.084ሻ   (16) 

 

(4) ln(rot100 / (NS, EW)) の分布（図-11） 

平均値 0.171，標準偏差 0.154 であり，指標(NS, EW)は

Largerと Smallerが一対になったもので，両者は必ず同数

となることから，lnሺrot100/ሺNS, EWሻሻの分布は式(13)

と式(16)を用いて次式のように得られる．  

 𝑓 ౨౥౪భబబ
ሺొ౏,ు౓ሻ

ൌ
ଵ

ଶ
൬𝑓౨౥౪భబబ

ై౗౨ౝ౛౨
൅ 𝑓 ౨౥౪భబబ

౏ౣ౗ౢౢ౛౨
൰   (17) 

なお，上記の平均値と標準偏差を用いて単一のガンマ分

布でモデル化するよりも，式(17)の方が実データとの適

合性がよいことを確認した． 

 

(5) rot100に関するまとめ 

 以上の比率分布のヒストグラムを図-12に示し，式(12), 

(13), (16), (17)の確率密度関数を図-13に示す．元の分布の

傾向をよく反映している． 

式 (14), (15)より， lnሺrot100/Largerሻ と lnሺrot100/

Smallerሻの平均値 𝜇 および標準偏差 𝜎 は，次式で求め

られる（上添字 Larger，下添字 Smallerに対応させて複号

同順）．  

 𝜇ୗ୫ୟ୪୪ୣ୰
୐ୟ୰୥ୣ୰ ൌ 𝜇౨౥౪భబబ

ృ౉
∓ 𝜇ై౗౨ౝ౛౨

ృ౉
 (18) 

 𝜎ୗ୫ୟ୪୪ୣ୰
୐ୟ୰୥ୣ୰ ൌ ට𝜎౨౥౪భబబ

ృ౉

ଶ ൅ 𝜎ై౗౨ౝ౛౨
ృ౉

ଶ ∓ 2𝜌୐୰𝜎౨౥౪భబబ
ృ౉

𝜎ై౗౨ౝ౛౨
ృ౉

 (19) 

ここに，𝜌୐୰はlnሺLarger/GMሻとlnሺrot100/GMሻの相関

係数である．図-14に示す散布図に基づき𝜌୐୰ ൌ 0.673と

求められ，上式が実際に成り立つことを確認した． 

  
 図-8 ln(rot100 / GM) の分布と確率密度関数 図-9 ln(rot100 / Larger) の分布と確率密度関数 

  
 図-10 ln(rot100 / Smaller) の分布と確率密度関数 図-11 ln(rot100 / (NS, EW)) の分布と確率密度関数 
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(6) その他の分布 

 表-1 のブロック Bのうち，rot100を分母とするものに

関しては，  

 lnሺGM/rot100ሻ ൌ െ lnሺrot100/GMሻ (20a) 

 lnሺLarger/rot100ሻ ൌ െ lnሺrot100/Largerሻ (20b) 

 lnሺሺNS, EWሻ/rot100ሻ ൌ െ lnሺrot100/ሺNS, EWሻሻ (20c) 

より，これらの確率密度関数は，原点位置の縦軸を対称

軸として，それぞれ式(12), (13), (17)を左右反転させて得

ることができる． 

 
 
5. 応答波形を用いた考察 

 

 加速度波形から算出される 5%減衰の線形一自由度系

（固有周期は T=0.125s，0.25s，0.5s，1s，2s，4s，8s の 7

種類）の各応答波形（絶対加速度応答，速度応答，変位

応答）を用いて，各指標間の比率を算出した．そのヒス

トグラムとモデル化した確率密度関数を，絶対加速度応

答については図-15～図-20，速度応答については図-21～

図-26)に示す．各図の(a)がヒストグラム，(b)が確率密度

関数のモデルである．前報 27)でも示したように，変位応

答に関する結果は，絶対加速度応答とほぼ同等となるた

め，ここでは図示は省略する．ただしモデルパラメータ

については，加速度波形，絶対加速度・速度・変位応答

波形を用いた場合のすべてのモデルについて，図-27～

図-30 に示す．比率分布の基本的性状は，3.および 4.に

示した加速度波形の場合と同様であるため，以下では主

として周期依存性とモデルパラメータに着目して考察す

る． 

 

(1) 指標GM, Larger, (NS, EW) 間の比率分布 

（図-15～図-17，図-21～図-23） 

共通する傾向として，絶対加速度応答（および変位応

答）では周期依存性が強く，速度応答では周期依存性は

低いという点が挙げられる．これは rot50 を対象とした

前報 27)でも見られた傾向である．式(4), (6), (9) に基づく確

率密度関数は，いずれも実データとよく適合している．

ただしlnሺሺNS, EWሻ/Largerሻの分布に関しては，横軸 0

で確率 0.5のデルタ関数を除いて表示している． 

共通のパラメータである𝜎ୋ୑は，図-27 に示すように，

絶対加速度応答（および変位応答）では長周期側で大き

くなり，分布形状が広がることを示している．  

 

(2) 指標 rot100に関連する比率分布 

（図-18～図-20，図-24～図-26） 

 lnሺrot100/GMሻにおいては，絶対加速度応答を用い

た場合，長周期側でばらつきが大きくなり，かつ，ピー

クを与える比率が大きくなっている（図-18）．速度応

答では周期依存性が小さい（図 -24）．一方，

lnሺrot100/Largerሻではいずれの応答においても周期依

存性は小さい（図-19，図-25）．lnሺrot100/ሺNS, EWሻሻ

の図-20 においてわずかに周期依存性が見られるのは， 

式(17)の合成関数において，lnሺrot100/Smallerሻが周期

依存性を示したことによる（図示は省略）． 

式(12), (13), (17)に基づく確率密度関数は，いずれも実

  
 図-12 各指標に対する rot100の比率分布のヒストグラム 図-13 各指標に対する rot100の比率分布の確率密度関数 

 

 図-14 ln(Larger / GM) と ln(rot100 / GM) の散布図 
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データとよく適合している． 

図-28～図-30 はガンマ分布のパラメータである．パラ

メータ𝑘がほぼ一定値であることは，式(11b)より分布の

変動係数の変化が小さいことを意味している．これに対

してパラメータ𝜃については，上述の周期依存性が強い

ものほど長周期側で大きな値をとっており，変動係数が

ほぼ一定のまま，平均値・標準偏差ともに大きくなるこ

とがわかる． 

  

 

 (a) 実データ (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 図-15 ln((NS, EW) / GM)（絶対加速度応答） 図-16 ln(Larger / GM)（絶対加速度応答） 図-17 ln((NS, EW) / Larger)（絶対加速度応答） 

 

 (a) 実データ (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 図-18 ln(rot100 / GM)（絶対加速度応答） 図-19 ln(rot100 / Larger)（絶対加速度応答） 図-20 ln(rot100 / (NS, EW))（絶対加速度応答） 
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 (a) 実データ (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 図-21 ln((NS, EW) / GM)（速度応答） 図-22 ln(Larger / GM)（速度応答） 図-23 ln((NS, EW) / Larger)（速度応答） 

 

 (a) 実データ (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 図-24 ln(rot100 / GM)（速度応答） 図-25 ln(rot100 / Larger)（速度応答） 図-26 ln(rot100 / (NS, EW))（速度応答） 
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図-27 ln((NS, EW) / GM) の標準偏差𝜎ୋ୑ 

 

 (a) パラメータ k (b) パラメータ𝜃 (c) 平均値±標準偏差 

図-28 ln(rot100 / GM) を表すガンマ分布のパラメータおよび平均値±標準偏差 

 

 (a) パラメータ k (b) パラメータ𝜃 (c) 平均値±標準偏差 

図-29 ln((rot100 / Larger) を表すガンマ分布のパラメータおよび平均値±標準偏差 

 

 (a) パラメータ k (b) パラメータ𝜃 (c) 平均値±標準偏差 

図-30 ln((rot100 / Smaller) を表すガンマ分布のパラメータおよび平均値±標準偏差 

 

 

6. まとめ 

 

本研究により得られた成果を以下に示す． 

(1) 直交水平 2 成分の地震動波形の最大値指標(NS, EW)，

それらの幾何平均 GM，大きい方の値 Larger，軸回

転により得られる最大値 rot100 を対象として，指標

間比率の自然対数変換値が従う確率分布をモデル化

した．中央値 rot50 に関連する確率分布については，

比率を対数変換しなかった前報 27)の結果に対して修

正を施し，改めてモデル化を行った． 

(2) 震度 6弱以上を観測した地震より得られた加速度記

録（計 13,886記録×水平 2成分）の加速度波形およ

び線形一自由度系（5%減衰，周期 0.125～8 s）の絶

対加速度応答・速度・変位応答波形を用いて，比率

分布の確率密度関数は実データのヒストグラムの傾

向をよく捉えていることを示した． 

(3) (NS, EW) ，GM，Largerの 3指標間の比率分布につい

ては，正規分布を基本とする確率モデルで表現した．

各ペアの比率が相互に有する確率論的な関連性より， 
lnሺሺNS, EWሻ/GMሻの標準偏差σୋ୑を唯一の共通パラ

メータとして導出した．  

(4) rot100 を分子とする比率分布については，ガンマ分

布を用いてモデル化した．(NS, EW)を分母とする場

合については，LargerとSrmallerに関するガンマ分布

の合成関数とした． 

(5) 比率分布の周期依存性については，絶対加速度応答
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（および変位応答）の場合，lnሺrot100/Largerሻを

除き，いずれの分布においても長周期側でばらつき

が大きくなる傾向を示した．加えて，rot100 に関す

る比率に関しては変動係数はほぼ一定であった．一

方，速度応答の場合はいずれの比率分布においても

周期依存性がないか，極めて小さかった． 

(6) 分母と分子を入れ替えた比率の対数変換値の確率密

度関数については，比率の対称性により，軸対称反

転モデル（原点位置の縦軸を対称軸として元の確率

密度関数を左右反転した分布モデル）として得るこ

とができる． 

(7) 強震動指標間の変換係数は，従来の研究では「平均

値±標準偏差」で単純化されていた．本研究では，

全指標間の比率の確率分布を体系的にモデル化し，

超過確率レベルを用いて指標間の変換を行うことを

可能とした． 

最後に，比率分布の確率密度関数，平均値，標準偏差

をまとめたものを表-2に示す． 

 

謝辞：本研究の実施にあたり，JSPS 科研費 20H02413 の

補助を得た．また本研究では，国立研究開発法人 防災

科学技術研究所 K-NET の強震記録を使用した．記して

謝意を示す次第である． 

 

付録 

 

(A) ln(rot100/Larger)が0付近で鋭いピークを持つ理由 

 

式(1)の軸回転により得られる波形の最大値（絶対値）

xを回転角𝜃 に対して描いた曲線 𝑥ሺ𝜃ሻ は，区分的な正弦

波形の集合によって構成され，特に rot100 は正弦波形の

極大値で，そこでは勾配 0となっている． 

ここで，単純化のため，完全に極性を持ち振幅 1で震

動する波形を考えると，曲線 𝑥ሺ𝜃ሻ は正弦波形のちょう

ど 半 波 分 と な り ， 位 相 を 無 視 す れ ば ，

𝑥ሺ𝜃ሻ ൌ sin 𝜃 ሺ0° ൑ 𝜃 ൑ 180°ሻと表される．この曲線に

対して，あらゆる回転角𝜃に対してサンプリングすると，

観測値𝑥の累積分布関数は次式となる． 

 𝐹௑ሺ𝑥ሻ ൌ
ଶ

గ
sinିଵ 𝑥        ሺ0 ൑ 𝑥 ൑ 1ሻ (A1) 

確率密度関数は，上式の導関数として次式となる．  

 𝑓௑ሺ𝑥ሻ ൌ
ி೉ሺ௫ሻ

ௗ௫
ൌ

ଶ

గඥଵି௫మ
       ሺ0 ൑ 𝑥 ൑ 1ሻ (A2) 

付図-A1 に示すように，この関数は 𝑥 ൌ 1（設定した最

大値）で無限大となり鋭いピークを持つ．このことは，

表-2 各指標間の比率 rの自然対数変換値 ln rの分布をモデル化した確率密度関数の一覧 

注：加速度波形を用いた場合のパラメータ値をグレーの数字で示している． 

応答波形を用いた場合のパラメータ値については，図-27～30を参照されたい． 

⇔の部分については，分子・分母を逆転した比率との対称性から，軸対称反転モデルとして得られる． 

分⼦
分⺟ (NS, EW) GM Larger rot50 rot100

(NS, EW) ⇔ ⇔ ⇔

ガンマ分布の合成関数

GM

正規分布 半正規分布
⇔

ガンマ分布

Larger

デルタ関数と半正規分布

⇔ ⇔
ガンマ分布

rot50

⼀様・レイリー
混合分布

⼀様・レイリー
混合分布

⼀様・レイリー混合分
布を⽤いた線形補間式

3点を結んだ
折れ線モデル

rot100 ⇔ ⇔ ⇔ ⇔
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確率密度として比較する限りにおいて，最大値に近い値

が水平成分のいずれかとして観測される可能性が最も高

いことを意味している． 

ここに示したのは極端な例であり，実際の曲線 𝑥ሺ𝜃ሻ 

では極大値が複数現れるような不規則な形状となるから，

鋭いピークは緩和されると考えられる． 

以上のことが，図-9 のlnሺrot100/Largerሻおよび図-11

のlnሺrot100/ሺNS, EWሻሻが 0 付近にピークを持つこと，

ならびに，文献 16)における指摘の理論的背景であると考

えられる．図-9 および図-11 において，当該部分のフィ

ッティングはよいとは言えないものの，指標変換の目的

の上では，比率 1付近の重要性は高くはない．このため，

本研究では詳細な検討は行わないこととした． 

 

(B) rot50基準の比率に関する修正モデル 

 

前報27)では，指標rot50を分母とした各指標の比率（表

-1のブロックCのグレーの部分）を対象としてモデル化

した．その際，GM / rot50 を除いては自然対数変換して

いなかった．また指標 rot50 を分子とした比率は扱わな

かった．そこで本研究では，rot50に関する比率について

も自然対数変換して再度モデル化し，全指標間の比率の

確率モデルの体系化を図る．なお，指標間の比率の主要

レンジのオーダーは狭く，対数変換に伴う分布形状の変

化は小さいため，基本的に前報 27)と同じタイプの確率分

布を適宜修正して，パラメータを新たに同定する． 

 

(1) 加速度波形を用いた各指標の比率分布 

a) ln((NS, EW) / rot50)の分布（付図-B1） 

「一様レイリー混合分布 27)」を用いるが，ここでは，

比率の自然対数をとるため，一様分布（平均値が 0，標

準偏差𝜎がパラメータ𝜃のレイリー分布に従う）から導

出される修正式として，次式を適用する． 

 𝑓ሺొ౏,ు౓ሻ
౨౥౪ఱబ

ൌ ට
గ

଺
∙

ଵ

ఏ
ቄ1 െ Φ ቀ

|୪୬ ௥|

√ଷఏ
ቁቅ (B1) 

パラメータ𝜃は最尤推定法より𝜃 ൌ 0.096と求められた． 

b) ln(GM / rot50)（付図- B 2） 

 前報 27)で既に対数変換して評価した．lnሺEW/rot50ሻ

と lnሺNS/rot50ሻ の相関係数は𝜌 ൌ െ0.673 であり，

lnሺGM/rot50ሻの標準偏差はඥሺ1 ൅ 𝜌ሻ/2 ൌ 0.404倍に減

少する．パラメータを 𝜃 ൌ 0.096 ൈ 0.404 ൌ 0.039に修

正して式(B1)の確率密度関数を適用する． 

c) ln(Larger / rot50)の分布（付図- B 3） 

 lnሺEW/rot50ሻとlnሺNS/rot50ሻが完全負相関および無

相関である場合を仮定した 2つの確率密度関数の線形補

間として求められる 27)．  

𝑓୐ୟ୰୥ୣ୰
୰୭୲ହ଴

ൌ 2ሺ1 ൅ 𝜌ሻ𝐹ሺ୒ୗ,୉୛ሻ
୰୭୲ହ଴

𝑓ሺ୒ୗ,୉୛ሻ
୰୭୲ହ଴

െ 2𝜌𝑓ሺ୒ୗ,୉୛ሻ
୰୭୲ହ଴

 

（第 2項はln 𝑟 ൐ 0にのみ適用） (B2) 

ここに F は式(B1)の確率密度関数の累積分布関数であり，

相関係数は上述のように𝜌 ൌ െ0.673である． 

d) ln(rot100 / rot50) の分布（付図- B 4） 

3点  (𝑥଴, 𝑦଴), (𝑥ଵ, 𝑦ଵ), (𝑥ଶ, 𝑦ଶ) を結ぶ折れ線モデル 27) を用

いて， 𝑥଴ ൌ ln 1.02,  𝑥ଵ ൌ ln 1.10,  𝑥ଶ ൌ ln √2,  𝑦଴ ൌ 0を
固定し，データから𝑦ଵ ൌ 5.585を求めた．さらに，確

率密度関数の総面積 1の制約条件により成り立つ次式 

 𝑦ଶ ൌ
ଶ

୪୬ √ଶି୪୬ ଵ.ଵ଴
െ

୪୬ √ଶି୪୬ ଵ.଴ଶ

୪୬ √ଶି୪୬ ଵ.ଵ଴
𝑦ଵ ൌ 7.960 െ 1.301𝑦ଵ

  (B3) 

に従って 𝑦ଶ ൌ 0.697と求めた． 

 

e) 加速度波形を用いた rot50に関するまとめ 

 rot50を基準とする各指標の比率分布のヒストグラムを

付図-B5に示し，a)～d)の確率密度関数を付図-B6に示す．

いずれのモデルも元の分布の傾向をよく反映している．

なお，付図-B3 に関しては，前報 27)よりも適合性がやや

向上した．また付図-B4 に関しても，対数変換によりヒ

ストグラムが直線形状になったことから，折れ線モデル

の適合性がやや向上した． 

なお，分母と分子を入れ替えた比率の分布は，前述の

ように，軸対称反転モデルとして得られる． 

 lnሺrot50/ሺNS, EWሻሻ ൌ െ lnሺሺNS, EWሻ/rot50ሻ (B4a) 

 lnሺrot50/GMሻ ൌ െ lnሺGM/rot50ሻ (B4b) 

 lnሺrot50/Largerሻ ൌ െ lnሺLarger/rot50ሻ (B4c) 

 lnሺrot50/rot100ሻ ൌ െ lnሺrot100/rot50ሻ (B4d) 

 

(2) 応答波形を用いた各指標の比率分布 

 応答波形を用いた比率分布の変動傾向を周期ごとに比

較した結果を付図-B7～B14 に示す．いずれにおいても

前報 27)とほぼ同様の結果が得られ，自然対数変換によっ

 
付図-A1 式(A2)の確率密度関数 
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て傾向が大きく変化しないことが確認された．モデルパ

ラメータをまとめて付図- B15～B18 に示す．また付図-

B18に関するパラメータ𝑦ଵの周期 T (s)による予測式と決

定係数R2を次式に示す． 

 𝑦ଵ ൌ ൞

െ0.671 lnሺ𝑇ሻ ൅ 3.770 ሺRଶ ൌ 0.982ሻ

െ0.139 lnሺ𝑇ሻ ൅ 4.104 ሺRଶ ൌ 0.730ሻ

െ0.684 lnሺ𝑇ሻ ൅ 3.731 ሺRଶ ൌ 0.987ሻ

 (B5) 

パラメータ𝑦ଶは，式(B5)により得られた𝑦ଵを式(B3)に代

入して求められる． 

  

  

  
 付図- B1 ln(NS, EW) / rot50)の比率分布と確率密度関数 付図- B2 ln(GM / rot50)の比率分布と確率密度関数 

  

 付図- B3 ln(Larger / rot50)の比率分布と確率密度関数 付図- B4 ln(rot100 / rot50)の確率密度関数 

  

 付図- B5 rot50に対する各指標の比率分布 付図- B6 rot50に対する各指標の比率分布の確率密度関数 



 13

 
 (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 付図- B7 ln((NS, EW) / rot50)（絶対加速度応答） 付図- B8 ln(GM / rot50)（絶対加速度応答） 

 

 (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 付図- B9 ln(Larger / rot50)（絶対加速度応答） 付図- B10 ln(rot100 / rot50)（絶対加速度応答） 
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 (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 付図- B11 ln((NS, EW) / rot50)（速度応答） 付図- B12 ln(GM / rot50)（速度応答） 

 

 (a) 実データ (a) 実データ 

 

 (b) 確率密度関数 (b) 確率密度関数 

 付図- B13 ln(Larger / rot50)（速度応答） 付図- B14 ln(rot100 / rot50)（速度応答） 
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 付図- B15 ln((NS,EW) / rot50)のパラメータ𝜃 付図- B16 相関係数𝜌 付図- B17 ln(GM / rot50)のパラメータ𝜃 

 

 (a) 絶対加速度応答 (b) 速度応答 (c) 変位応答 

付図- B18 ln(rot100 / rot50) のパラメータ y1と周期Tとの関係 
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COMPREHENSIVE MODELING OF PROBABILITY DISTRIBUTIONS OF 
RATIOS AMONG GROUND MOTION INTENSITY MEASURES 

DERIVED FROM ORTHOGONAL HORIZONTAL COMPONENTS 
 

Nobuoto NOJIMA and Taro YOKOYAMA 
 
The probability distributions have been comprehensively modeled for natural logarithm of the ratios of 
every pair of ground motion intensity measures (IM’s) defined from orthogonal horizontal components of 
seismic waveforms; modeled are maximum values of each component (NS, EW), geometric mean (GM), 
larger value (Larger), maximum value obtained by axial rotation (rot100). Basically, normal distribution 
was employed for ratios among “(NS, EW),” “GM” and “Larger,” and Gamma distribution was employed 
for ratios related to “rot100.” Accelerograms recorded by K-NET and response waveforms of SDOF with 
5% damping were used for the analysis. The proposed models agree well with the histograms of ratios. 
Period-dependent characteristics of the ratios was also discussed. Distribution of the inverted ratio can be 
derived as axially symmetric distribution of the original ratio. In addition, the models related to median 
value obtained by axial rotation (rot50) were modified from the previous study (Nojima and Yokoyama, 
2021). The proposed comprehensive models enable one to convert an arbitrary pair of various IM’s in a 
probabilistic manner using the exceeding level. 
 


